
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財2-1-②

26
（ビジョン
目標値）

39 企業債残高の削減
（年間削減額）

・将来負担を見据えた建設事
業費の選択と集中により、新規
発行額を最小限にとどめ、企
業債未償還残高の削減を図り
ます。

○

災害復旧事業分を含めて
も、建設事業の選択と集中
などにより削減額はビジョ
ン目標値を上回りました。

2

2 2 下水道使用料収入並
びに今後の収支見込
みを算出し経営状況
を分析

・下水道使用料収入の分析
・経営状況の分析結果を部内
へ報告

○

下水道使用料収入につい
て分析を行い、将来の有収
水量及び使用料収入の推
計を行いました。
経営状況の分析結果や予
算状況などについて経営
会議で報告し、部内に周知
を図りました。

3

0 0 公営企業会計の適正
な業務執行

・正確な伝票審査の実施

○

適正な事務処理を行い、監
査委員事務局からの指摘
事項はありませんでした。

4

2 2 部内の業務研修会を
開催

・企業経営に関する研修及び
日常的な経理指導の実施

○

新任者研修を5月に実施
し、公営企業職員としての
基礎知識の取得を図りまし
た。
経理関係では、10月からの
手数料有料化や経理事務
に関する研修会を実施す
るなど経理事務担当者へ
適切な経理指導を実施しま
した。

5 行財2-1-①

95% 受益者負担金
97.0％

受益者分担金
94.2％

合計96.3%

受益者負担金等の適
正な賦課徴収の実施

下水道事業の経営安定化を図
るため、受益者負担金等の適
正な賦課徴収を行います。

○

預貯金調査や電話催告を
重点取組事項として取り組
み、現年度分の収納率は
目標を達成しました。

　公営企業の経営感覚を持つ職員
の育成を行います。

・公営企業に関する
業務研修（回）
・新任者研修（回）

今後も新任職員研修会を実
施するとともに、部内各所属
に対し的確な経理指導を行
い、適正な事務処理に努めま
す。

　下水道施設整備に資する受益者
負担金等の公平公正な賦課徴収
を行います。

・受益者負担金及び
分担金の現年度分
の収納率（％）

下水道事業の経営安定化を
図るため、預貯金調査の対
象範囲の拡大や差押の実施
などにより、公平公正な賦課
徴収に一層努めます。

　持続可能な下水道運営の実現
のため、経営分析を行い、部内の
経営意識の向上を図ります。

・下水道部経営会
議への分析状況報
告（回）

今後も定期的に情報共有を
行い、部内での経営意識の
向上を図ります。

　公営企業として、的確な経理事
務を行います。

・例月検査における
監査委員事務局か
らの指摘事項（件）
（市民に直接影響を
及ぼすもの）

今後も適正な事務処理に努
めます。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

　第二次新潟市下水道中期ビジョ
ンを着実に推進します。
※令和6年3月改訂

・企業債未償還残
高の削減額（億円）
（中期ビジョンにお
ける企業債残高の
年間削減額）

今後も下水道財政状況や収
支計画が適正かどうかを引き
続き検証しながら、更なる企
業債未償還残高の削減に努
めます。

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.5.10（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・浸水対策率
・汚水処理人口普及率

組織名（部） 下水道部
組織名

（準部・課・機関名）
経営企画課 R7.3.31

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

７．０km ７．２km

３６台
（７台）
※改築計画を見直
し

１４台

導入可能性調査
（サウンディングの
実施）

導入可能性調査
（サウンディングの
実施）

2 政策15-3-②

整備推進
（鳥屋野・松浜地区
整備推進及びR7予
算確保）
（山の下・本所排水
区の事業着手）

整備推進
（鳥屋野・松浜地
区整備推進及び
R7予算確保）
（山の下・本所排
水区の事業着手）

浸水対策の推進 浸水被害の軽減に向け、気候変
動の影響を踏まえ緊急度が高い
地区を優先した浸水対策施設の
整備を推進します。 ○

鳥屋野・松浜地区については継
続的に進捗管理を行い、整備を
推進しました。
山の下・本所排水区等において
は、施設整備に向けた基本設計
に着手しました。

６７．５％ ６８．１％

１３．６％ ９．１％

4 政策15-3-③

４．０km
(２．０ｋｍ）
※災害復旧を優先
し目標見直し

２．０km 汚水管渠の整備 衛生的で快適な市民生活の確保
と水環境の保全を図るため、汚
水管渠の整備を推進します。

○

汚水管の整備については、災害
復旧を最優先で推進する必要が
あることから、地域の課題や要
望、優先度などを総合的に考慮
し、取組指標の見直しを行い、変
更後の目標を達成しました。

工事発注：８５％
　　　　　　（６５％）
※関係機関協議に
より目標見直し

工事発注：６０％
（21/35件）

下水道施設の災害復旧
の推進

工事発注：１００％
　　　　　　　(８０％）
※関係機関協議に
より目標見直し

工事発注：８０％
（4/5件）

組織目標管理シート

年度 令和６年度 （参考）
関連する総合計画にお
ける政策指標

・浸水対策率
・汚水処理人口普及率

R6.5.16

組織名（部） 下水道部
組織名

（準部・課・機関名）
下水道計画課 R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

健全で持続可能な下水道サービ
スを提供するため、ストックマネ
ジメントの実施により、不具合が
発生してから対応する「事後対
応」から、不具合が発生する前に
対応する「予防保全」へ転換する
ことで、下水道施設の機能確保
を図ります。

主な取組（事業）

下水道管渠の改築延長 下水道施設の機能確保 管渠の改築延長の目標を達成で
きました。
施設については、改築の平準化
や優先順位などの見直しによる
取組指標の改訂を行い、変更後
の目標を達成しました。
ウォーターPPPの導入について
は、３月１０日に民間事業者の意
向把握するための説明会を開催
したほか、アンケート調査を実施
し、目標を達成しました。

管渠や施設については、引き続き、
予防保全型の維持管理を行うととも
に、計画的な改築を推進します。
ウォーターPPPの導入については、
民間事業者へのアンケートやヒアリ
ング結果を踏まえてた詳細検討を
行い、本市にふさわしい事業スキー
ムを作成し、令和8年度の公募に向
け取り組みます。ウォーターPPPの導入

引き続き、適切な進捗管理を行うと
ともに、必要な予算確保に努め、緊
急度が高い地区を優先とした浸水
対策施設の整備を推進します。

1

下水道施設の老朽化が進む中、
安心・安全で、持続可能な下水道
サービスを提供するため、予防保
全型の維持管理を行うとともに、施
設の統廃合を含め計画的な改築
を推進します。 政策15-3-①

行財1-2-②

3

大規模地震や津波、洪水が発生し
た際、市民生活に及ぼす影響を最
小限にとどめるため、下水道施設
の耐震化・耐水化を推進します。

政策15-3-②

下水道管渠の耐震化率 下水道施設の耐震化・
耐水化の推進

老朽化対策と調整を図りながら、
計画通り実施し、管渠の耐震化
率の目標を達成しました。
施設の耐水化について、洪水
時、揚水機能に影響を及ぼす可
能性が高いポンプ場について、
取り組みを進め、１部工事が繰越
となりましたが、早期完了に向け
進捗管理に努めました。

引き続き、老朽化対策とともに耐震
化に取り組み、耐水化については、
耐水化計画に基づき設計・工事を
推進し、災害時における機能確保
に努めます。

施設耐水化率（下水処
理場・ポンプ場）

下水処理場・ポンプ場
の主要設備の改築数

○

浸水被害の軽減に向け、気候変
動の影響や地域の実情を踏まえ
た整備目標の検討を行うとともに、
緊急度が高い地区を優先した浸水
対策施設の整備や、自助・共助対
策の促進など、ハード・ソフト一体
となった総合的な浸水対策を推進
します。

浸水対策施設の新規供
用数

衛生的で快適な市民生活の確保
と水環境の保全を図るため、地域
の実情に応じて、下水道と合併処
理浄化槽の役割分担による総合
的な汚水処理を推進します。

汚水管渠の整備延長 引き続き、汚水処理人口普及率の
向上に向け、地域特性や地域住民
の意向を考慮しつつ、適切な進捗
管理を行い総合的な汚水処理施設
整備の推進に努めます。

大規模地震の被災時にも最低限
の機能を確保することで、市民生
活に及ぼす影響を最小限に止め
るため、下水道施設の耐震化・耐
水化を推進します

5

下水道管渠の災害復旧
進捗率

下水処理場・ポンプ場
の災害復旧進捗率

△

災害により被災した下水道施設
の早期復旧に向けて関係機関
（国、県、庁内、民間事業者）との
情報共有や協議・調整、進捗管
理を行いながら災害復旧工事を
計画的に推進します。

下水道管渠、施設の災害復旧工
事発注については、関係機関協
議により、目標の見直しを行いま
した。管渠については、発注後の
現場条件にあわせた工事実施に
必要となる国との設計変更協議
を並行して行ったことなどから、
目標とする発注率（件数）には達
しませんでしたが、庁内関係課と
の協議調整や進捗管理を行いな
がら計画的に災害復旧の推進に
取り組みました。

引き続き、下水道施設の早期復旧
に向け、関係機関（国、県、庁内、
民間事業者）との情報共有や協議・
調整、進捗管理を行いながら災害
復旧工事を計画的に推進します。

△

R6年度能登半島地震で被災した
公共インフラ等の早期復旧や液状
化対策に向けて、他部局とも連携
しなが取組みます。

－

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 1

小新地区浸水対策事
業の推進

主要な浸水対策工事に着手
（発注）します。

対象工事：小新西第8排水区雨
水貯留施設設置工事

1 1

山の下地区局所浸水
対策の推進

局所浸水対策工事（東部下水
発注分）を完了させます。

対象工事：山の下排水区浸水
対策圧送管布設工事

2

当該業務内容
が今まで発注し
てきた委託の
内容と異なるた
め、関係者との
ヒアリングを実
施し、委託化の
可能性を判断
する。可能な場
合は具体的な
工程を策定しま
す。

1

公共汚水桝および取
付管設置工事のため
の調査業務委託化の
推進

限られた人員の中、設定した
工事竣工日を確実に実施する
ため、公共汚水桝および取付
管設置工事発注のための現地
調査および特記仕様書作成の
委託化を行います。

○

前期に部内での委託化実
施のオーソライズを行い、
入札、契約を行い、10月1
日より委託を開始しまし
た。このことにより、担当職
員の公共汚水桝設置に費
やす時間の短縮が行わ
れ、能登半島地震による災
害復旧工事の進捗が図れ
ました。

3 12 12

工事現場の安全管理
の徹底

安全管理の徹底による事故防
止に向けて、年間12回安全パ
トロールを行います。 ○

安全パトロールを毎月実施
し年間12回行いました。
指摘事項に対しては改善
報告書を受領し、安全を確
認しました。

4 政策15-3-③ 2 2

私道公共下水道設置
勧奨

私道公共下水道設置可能な地
区の調査し、申請勧奨を行い
ます。 ○

私道公共下水道の設置可
能な地区のリストアップを
行い、勧奨を行った。

5 行財2-1-① 95 96.3

受益者負担金等の適
正な賦課徴収の実施

督促や催告等の滞納整理を行
い、収納率の向上を図ります。

○

受益者負担金及び受益者
分担金の合計収納率は
96.3％となり目標を達成し
ました。

1

浸水被害の軽減に向け、気候変
動の影響や地域の実情を踏まえ
た整備目標の検討を行うとともに、
緊急度が高い地区を優先した浸水
対策施設の整備や、自助・共助対
策の促進など、ハード・ソフト一体
となった総合的な浸水対策を推進
します。

政策15-3-②

主要な浸水対策工
事の着手

（工事発注件数）

○（東部下水担当分
の）山の下地区局
所浸水対策工事の
完了

（工事竣工件数）

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.19（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・浸水対策率
・汚水処理人口普及率

組織名（部） 下水道部
組織名

（準部・課・機関名）
東部地域下水道事務所 R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

主な取組（事業）

小新西第8排水区雨水貯
留施設設置工事は中学校
や住宅地に隣接した施工
箇所であることから、より交
通安全、振動騒音に配慮
すべく、入札方式は総合評
価簡易型を導入し、業者選
定を行い、工事に着手しま
した。
山の下排水区浸水対策圧
送管布設工事は、ポンプ整
備工事と工程調整を図り、
6年度と7年度を分割発注
することになりました。6年
度発注分の工事について
は目標どおり完了しまし
た。

小新西第8排水区雨水貯留
施設設置工事は7年度は引き
続き安全に留意し工事の進
捗推進を図ります。
山の下排水区浸水対策圧送
管布設工事は7年度発注分を
完了させます。

宅地分割販売増加を背景に、近年
では年間に400～500件の公共汚
水桝設置申請が行われています。
また、能登半島地震による災害復
旧工事の対応も重なり、担当職員
の業務が圧迫されている状況で
す。この状況を解決するため公共
汚水桝設置および取付管設置工
事の現地調査や特記仕様書作成
について委託化を検討します。

公共汚水桝および
取付管設置工事の
ための現地調査、
特記仕様書作成業
務の委託化の検討

令和7年度も、引き続き能登
半島地震による災害復旧工
事を行うことから、公共汚水
桝および取付管設置工事の
現地調査業務委託を継続し
ます。

工事現場の安全管理への意識向
上と事故防止に取り組みます。

工事現場パトロー
ルの実施回数（回）

継続的に実施し、当事務所発
注工事において事故ゼロを
目指します。

衛生的で快適な市民生活の確保
と水環境の保全を図るため、汚水
管渠の整備を推進します。

私道公共下水道設
置勧奨数（件）

地域間の課題等があり、私道
公共下水道の設置まで進捗
するケースが少ない状況であ
ることから、今後の進め方に
検討が必要

下水道事業の経営安定化を図る
ため、受益者負担金等の適正な賦
課徴収に取り組みます。

受益者負担金・分
担金の現年分収納
率（％）

引き続き、督促や催告等の滞
納整理を行い、収納率の向
上を図ります。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策15-3-①

１５件 １７件 ・改築工事の推進 地震対策路線において、老朽
化の状況を考慮しながら、改築
と耐震化を推進します。 ○

地震対策路線において工
事を17件発注し、耐震化及
び改築を推進しました。

２４回 ２４回 工事現場の安全管理
の徹底

安全管理と事故防止に向け
て、担当職員による現場パト
ロールを行います。

２回 ２回 工事現場の事故防止 安全管理と事故防止に向け
て、職員並びに工事受注者が
参加する事故防止研修会を開
催します。
（東部下水と共同）

3 行財1-4-①

５回 ５回 所内研修会の開催 所内研修などにより、専門技術
や専門知識、普及促進等に関
する職員の能力向上に努めま
す。

○

職員を講師とした職員のプ
レゼンテーション能力の向
上を図るとともに専門的技
術知識の向上に努めまし
た。

前年度に対し
０．２％以上上
昇【第二次新潟
市下水道中期
ビジョン（改訂
版）より】

前年度に対し
０．３％上昇

勧奨活動の実施 未接続世帯等に対し訪問勧奨
を行い、下水道への接続の重
要性を説明し、理解を深めても
らい接続を促します。

未接続となっている世帯に
対し、下水道への接続に理
解を頂く訪問勧奨を行い、
水洗化率の向上に努めま
した。

南区・西蒲区の
区役所だよりに
各々５回

南区・西蒲区
各々５回

啓発・広報活動の実
施

重点区である南区・西蒲区の
区役所だよりに、下水道への
接続の重要性や助成金・融資
制度の記事を掲載し周知に努
めます。

南区・西蒲区の区役所だよ
りに、各々５回接続勧奨等
の記事を掲載しました。

5 行財2-1-①

95% 96.3% 受益者負担金等の適
正な賦課徴収の実施

下水道事業の経営安定化を図
るため、受益者負担金等の適
正な賦課徴収を行います。

○

令和6年度現年度分収納率
は、負担金97.0％、分担金
94.2％で、合算した収納率は
96.3％となり、目標を達成しま
した。

　職員の下水道事業に関する専門
技術の向上や専門知識の深化に
取り組むとともに公営企業としての
経営感覚を養います。

専門技術や専門知
識、普及促進等に
関する所内研修会
（回）

研修等による人材育成に継
続的に取り組み組織体制の
維持・強化に努めていきま
す。

工事現場の安全管理に留意
し、引き続き事故防止に努め
ていきます。

広報紙に接続勧奨
等の記事掲載

令和７年度も南区・西蒲区を
重点区とし、区役所だよりの
掲載機会（回数）を確保し啓
発・広報活動を実施します。

　下水道施設整備に資する受益者
負担金等の公平公正な賦課徴収
を行います。

・受益者負担金及び
分担金の現年度分
の収納率（％）

引き続き、半期実績等に注意
を払いつつ、経営企画課・東
部地域下水道事務所と協力
して確実な収納に努めていき
ます。

4

　下水道への接続の重要性につい
て市民の皆様に理解を深めてもら
うため、効果的な勧奨活動と啓発・
広報活動を行い、水洗化率の向上
に努めます。

水洗化率の上昇
（％）

引続き、地道に未接続世帯
等に対し訪問勧奨を行い、下
水道への接続の重要性を説
明し理解を深めてもらい接続
を促します。

○

2

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

　下水道施設の老朽化が進む中、
安心・安全で、持続可能な下水道
サービスを提供するため、計画的
な改築を推進します。

改築に係る工事発
注件数（件）

優先路線における下水道管
渠の耐震化及び改築につい
て、引き続き事業の推進に取
り組み、早期の完了に努めて
いきます。

主な取組（事業）

　工事現場における安全管理を徹
底し、事故防止に努めます。

○

工事現場の安全パトロー
ルを実施し、安全管理を徹
底させるとともに、工事受
注者が参加する事故防止
研修会を開催し事故防止
に努めました。職員並びに工事受

注者に対する事故
防止研修会の開催
（回）

現場パトロールの
実施回数
（回）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.5.20（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・浸水対策率
・汚水処理人口普及率

組織名（部） 下水道部
組織名

（準部・課・機関名）
西部地域下水道事務所 R7.3.31

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

・北区・秋葉区
  南区・西蒲区
　206箇所

・北区・秋葉区
  南区・西蒲区
　207箇所

下水道法に基づく法
定点検

・合流管及び分流汚水管の
　マンホールポンプの吐出し
　伏越し等で腐食する恐れの
　大きい管路施設についての
　点検・調査

　計画に基づき今年度は北
区・秋葉区・南区・西蒲区
管内207箇所の点検を実施
しました。

・テレビカメラ
　調査
　Ｌ＝8.5km
・管口カメラ
　調査
　Ｌ＝150km

・テレビカメラ
　調査
　Ｌ＝9.1km
・管口カメラ
　調査
　Ｌ＝167km

老朽管渠のカメラ調査 ・新潟市下水道ストックマネジ
　メント計画に基づく老朽管渠
　のカメラ調査

　老朽管渠のテレビカメラ
調査Ｌ＝9.1Km、管口カメラ
調査Ｌ＝167Km実施し、調
査計画の進捗を図りまし
た。

・改築延長
　Ｌ＝4.5ｋｍ

・改築延長
　Ｌ＝4.7ｋｍ

老朽管渠の改築 ・下水道管路施設改築計画に
　基づく計画的な下水道管渠
　の改築

　損傷・劣化している管渠
の改築工事をＬ＝4.7Km実
施し、計画的な改築工事の
進捗を図りました。

2

・民間団体によ
る緊急巡回路
線調査
・直営部隊によ
る０次調査
・能登半島地震
懸案事項解消

・11月に合同訓
　練を実施
・民間団体によ
　る緊急巡回
　路線調査
・直営部隊に
　よる０次調査

管路施設に係るＢＣＰ
訓練

・前年度の意見交換を踏まえ
　た訓練計画の策定
・合同訓練の実施
・訓練後の意見交換
・連携体制の確認

○

　災害支援協定団体（３団体）
と地震時の連携を図るため合
同訓練を11月にに実施し協力
団体の配備体制の確認を行
いました。また直営部隊による
０次調査訓練も行い、職員の
対応能力の向上を図りまし
た。

3 行財１-２-②

・履行確認
・年度協定締結
・ウォ－タ－ＰＰ
Ｐ導入を踏まえ
た第二期管路
包括事業の検
討

・履行監視
・年度協定締結
・ウォーターＰＰＰ
導入を見据えた
第二期管路包括
事業の事前準備
作業の実施

管路施設の包括的民
間委託

・公民連携による下水道維持
　管理体制の検討

○

　年間業務計画書に基づいた
執行体制の監視(履行監視、
効果検証）及び次年度の年度
協定書の締結を行いました。
またウォーターＰＰＰ導入を見
据えた第二期管路包括事業
の検討作業に着手しました。

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度

組織名（部） 下水道部
組織名

（準部・課・機関名）
下水道管理センター維持管理課 R7.3.31

主な取組（事業）

テレビカメラ調査及
び管口カメラ調査の
実施

今後の方針

R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・浸水対策率
・汚水処理人口普及率

　ストックマネジメント計画に
基づき、点検・調査・改築工
事を計画的に進め、これまで
の不具合が発生してから対
応する「事後保全型」から不
具合が発生する前に対応す
る「予防保全型」への転換が
図られるよう努めます。

老朽管渠の改築工
事の実施

○1

　第二次新潟市下水道中期ビジョ
ンに基づき、下水道施設の機能確
保のため、老朽管渠の点検・調
査、改築を計画的に推進します。

政策15-3-①

管路施設の点検

　災害時に迅速に対応できるよう
災害支援協定を締結している民間
団体との連携強化を図ります。

民間団体との合同
訓練の実施等

　能登半島地震対応の際に
判明した改善点を活かした訓
練に努めます。

　更なる下水道サービスの向上が
図られるよう新たな維持管理体制
の構築に取り組みます。

管路施設の包括的
民間委託の検討

　Ｒ９年度のウォーターＰＰＰ
導入を見据えた第二期管路
包括事業の検討作業に努め
ます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財1-2-②

105 105 マンホールポンプ及び
雨水貯留施設排水ポ
ンプにおける遠方監
視システムの導入

運転異状を認知する非常通報
装置から運転状況が把握でき
るクラウドシステムに移行しま
す。システム導入は、集中改革
プランに掲げ、令和2年度から
継続的に工事を行い、システム
切り替えを行っています。

○

計画的に目標の105箇所
分の工事発注し目標を達
成しました。

2 行財1-3-②

100% 100% 汚泥運搬処分にかか
るマニフェストの電子
化

処理場から発生する脱水汚泥
の運搬・処分時に交付するマ
ニフェストにおいて、産廃処分
業者と連携し、試行導入による
検証をしながら順次紙から電
子マニフェストに移行していき
ます。

○

処理場から発生する脱水
汚泥の運搬・処分時に交
付するマニフェストについ
て、産廃処分業者と連携し
試行導入による検証を実
施し、電子マニフェストに移
行し目標を達成しました。

3 政策15-3-③

100% 100% 維持管理上の水質・
汚泥等検査における
検査標準期間の導入
と検査期間管理

処理場の維持管理に関係する
水質・汚泥等検査ごとに検査
標準期間を設定し、同期間内
に検査を完了させるよう管理し
ます。

○

水質・汚泥等検査（年間合
計86回）について速やかな
検査の実施に努め、全て
の検査で検査標準期間内
に検査が完了しました。

4 行財1-2-②

グループ表作
成

グループ表作
成

グループ分けされてい
る対象施設を委託可
能範囲に見直しを実
施する。

将来ポンプ場の直営管理が不
可能になり委託化が余儀無くさ
れる中、ウォーターＰＰＰなど官
民連携により効率的な下水道
運営を図ります。 ○

管路のウォーターＰＰＰ及
び監視装置の改築更新等
に合わせグループ表の作
成を行いました。

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.5.16（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・浸水対策率
・汚水処理人口普及率

組織名（部） 下水道部
組織名

（準部・課・機関名）
下水道管理センター施設管理課 R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

ICT技術を活用した運転監視シス
テムを導入し、マンホールポンプ、
雨水貯留施設排水ポンプの運転
状況をリアルタイムに把握する中、
故障を検知し、対応を速やかに行
うことにより施設の機能保持を図り
ます。

システム接続工事
発注箇所数

システムの切替え完了。対応
を速やかに行い機能保持を
図ります。

主な取組（事業）

電子マニフェストを導入し、処理場
から発生する脱水汚泥の処理情
報をデータ化することにより事務処
理の効率化を図るとともに、法令
遵守を徹底します。

電子マニフェスト導
入率

脱水汚泥以外の産業廃棄物
についても、紙から電子マニ
フェストに移行していきます。

処理場の運転維持管理業者へ正
確な水質・汚泥等検査結果を迅速
にフィードバックすることで処理場
の安定した運転につなげ、水環境
の保全を図ります。

検査標準期間達成
率

毎回の水質・汚泥等検査を速
やかに行い、運転管理業者
への検査結果の迅速な提供
を行っていきます。

民間事業者の創意工夫・ノウハウ
を活用し、処理場・ポンプ場等を組
合わせた維持管理の一体化を図
り、下水道施設管理運営の効率化
を目指します。

監視装置の改築更
新及び予算等に合
わせた、処理場・ポ
ンプ場等のエリア別
民間委託対象施設
の見直し、グループ
表の作成を行いま
す。

ウォーターPPPや監視装置の
改築更新等のスケジュール
確認を行い、効率的な下水道
運営を目指します。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策15-3-①

施設修繕改築
計画の基本方
針の策定

施設修繕改築
計画の基本方
針の策定

船見下水処理場の施
設修繕改築

船見下水処理場の既存施設の
点検調査を行い、修繕改築計
画の基本方針を策定して計画
的に修繕改築を行います。 ○

既存施設の点検調査情報
の蓄積、対策の必要性や
修繕改築の優先順位の検
討を行い、修繕改築計画
の基本方針を策定しまし
た。

2 政策15-3-②

2 2 下水道施設の耐水化 施策３の中の「②雨に強いまち
づくりと耐震化・耐水化の推進」
の取り組み項目であり、令和６
年度は２つの施設の耐水化工
事を発注します。

○

目標とした２件の下水道施
設耐水化工事（大通黄金
中継ポンプ場と白根水道
町ポンプ場）を発注しまし
た。

3 行財1-2-②

ポンプ場遠方
監視制御設備
再構築の基本
構想策定

ポンプ場遠方
監視制御設備
再構築の基本
構想策定

ポンプ場遠方監視制
御設備の再構築

下水道施設管理運営の効率化
と持続化のため、ウォーターＰ
ＰＰなどの官民連携を考慮しな
がら、老朽化した遠方監視装
置の改築更新を行います。

○

ウォーターＰＰＰを想定した
エリア毎の監視拠点の設
定や、監視拠点への移行
に必要な対応の検討、クラ
ウド監視の導入等、基本構
想の方向性を固めました。

4 政策15-3-①

4 4 下水道施設の災害復
旧

国から災害復旧事業として採
択された処理場及びポンプ場
について、速やかな復旧を図る
ため復旧工事を行います。 ○

目標である、被災した４施
設（中部下水処理場、坂井
輪ポンプ場、五十嵐２の町
ポンプ場、前川原ポンプ
場）の災害復旧工事に着
手しました。

5 政策15-3-①

19 19 処理場・ポンプ場設備
の計画的な改築更新

機能確保と安定した運転管理
を図るため、ストックマネジメン
ト計画に基づき、老朽化した機
械・電気設備の改築更新を行
います。

○

設備の改築更新に係る１９
件の工事及び委託を発注
し、目標を達成しました。

能登半島地震により被災した処理
場及びポンプ場について、速やか
な災害復旧を図ります。

災害復旧工事を着
手する施設数

令和７年度は前年度に分割
工事発注することとした２施
設（中部下水処理場、五十嵐
２の町ポンプ場）の建屋につ
いて災害復旧工事を発注しま
す。

安心・安全で持続可能な下水道
サービスを提供するため、処理場・
ポンプ場の設備の計画的な改築
更新を推進します。

設備の改築更新に
係る工事及び設計
委託の発注件数

処理場・ポンプ場設備の計画
的な改築更新を推進するた
め、今後も、これに係る工事
及び委託の発注を行います。

津波、洪水が発生した際、市民生
活に及ぼす影響を最小限にとどめ
るため、下水道施設の耐水化を推
進します。

下水道施設の耐水
化工事の発注件数

令和７年度も引き続き、下水
道施設の耐水化工事を発注
予定であり、今後も施設の耐
水化を推進します。

民間事業者の創意工夫・ノウハウ
を活用し、処理場・ポンプ場等を組
み合わせた維持管理の一体化に
よる下水道施設管理運営の効率
化と持続化のため、監視装置の改
築更新を行います。

処理場・ポンプ場等
のエリア別民間委
託対象施設の見直
しとグループ分けに
基づく監視装置の
改築更新事業の進
捗

今後も監視装置の改築更新
に向けた取り組みを継続しま
す。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

供用開始時期が早く老朽化が進
む船見下水処理場において、持続
的な機能確保に向けた、施設全体
の改築を図るため、計画的に既存
施設の修繕改築を推進します。

施設修繕改築計画
の策定業務の進捗

船見下水処理場については
今後も計画的に既存施設の
修繕改築を推進します。

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.5.16（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・浸水対策率
・汚水処理人口普及率

組織名（部） 下水道部
組織名

（準部・課・機関名）
下水道管理センター施設整備課 R7.3.31

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


